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味噌と醤油は日本人の食生活

の中で育まれ発展してきた。味

噌と醤油の発酵熟成は微生物の

働きによる。微生物の働き方は

気候風土、環境、水質など、さ

まざまな条件によって変わり、

さらには蔵|こよっても違ヽヽが出

る。

味をつける順番は、「さしす

せそJ。「さ」は砂糖、「しJは塩、

「す」は酢、「せJは醤油(せうゆ)、

「そ」は味噌である。日本の食

材は麹なくして語れない。米を

原料とした麹から清酒、焼酎、

甘酒、味酪および食酢を造り、

醤油と味噌は大豆を主材料とし

た麹で造ってきた。

1 味噌づくり

手前味噌とは、自分の作った

味噌を自慢することから自分を

誇ることをいう。味噌製造の老

舗中の老舗は、1337年創業、ま

るや八 「味噌 (愛知県岡崎市)

である。創業が1337年 (延,こ2

年)、主力商品は八丁味噌である。

茨城県内石岡市にも老舗の味

噌製造業がある。1751年、創業、

県内の老舗企業 トップテンに位

置するミツウロコ味噌株式会社

である.

味噌は、原料による分類から

米味lll、麦味噌および=味 増に

分かれる。赤味噌と自味噌、赤

と自の区分は米味増に対する分

類である。赤味噌は、赤褐色に

仕上げた味噌であり、甘口と辛

口がある。日舎味I曽、仙台味噌、

江戸味噌など種類がある。白味

噌は、黄白色の味噌をいう。米

麹を多く用い、日味に富む。西

京味噌など京都産が名高い。

味噌噌の起源は、占代中卜の

大豆塩蔵食品の「醤 (しょう

ひしお)Jと 言われている。醤

を造っている熱成途中のものが

美味だったことから味噌となっ

た。未だ醤にならざるもの「未

醤」と名付けられ、みそと変化

したと推定されている。

味1曽は元々、贅沢品で貴重な

食品であり、味噌汁として調理

されることは少なく、おかずゃ

業として利用されていた。それ

ぞれの地域で、原料事情、気候

風十、食習慣や嗜好に合わせた

味噌が造られるようになった。

信州みそは、戦LII時代に武田

信玄が海のない信濃の国では貴

重品だった塩を備蓄するために

生産を奨励し兵泄にした。仙台

味噌は伊達政宗、八丁味llBは二

河武十の兵糧として重用されて

いた。

味lll製造業は食品製造業に分

類される業種であり、業界団体

として全国味噌工業協同組合連

合会がある。製造業者は連合会

加入企業だけで千社を超えてい

て、企業規模としては中小企業

が多い。都道府県別メーカー数

は、長野県、福島県、新潟県の

順であり、生産量で見ると第1

位が長野県、第2位が愛知県で

ある.県 内の老舗は、 ミツウロ

コ味噌のはかにたつご味噌醸造

株式会社がある。安政元年の創

業である。lpl社は、茨城自然ぼ

選に選ばれた苔むした日本庭園

と屋敷森は時世を越えた件まい

の中にある。

2 醤油

醤油のルーツは醤 (ひしお)

とされている。醤は、広義には

「食品の塩漬けJのことを指す。

醤油産業は、1882年 (明治15年)

以降に醤油の理科学的な手法が

研究され醸造技術が進歩したこ

とから企業形態の近代化が徐々

に進んでいった。醤油製造の最

も老舗にあたる企業は、16世紀

の後半創業、ヒガシマル醤油(兵

庫県たつの市)で ある。17世紀

になるとヒゲタ醤油、ヤナサ醤

油が千葉市銚■で創業する。

醤油と類似する調味料は東ア

ジア各Ilの民族料理にも広く使

用されているが、その国固有の

文化によって材料など製法が異

なる。日本の醤油は大豆、小麦、

塩を原料とし、麹菌、乳酸菌、

酵母による複雑な発酵過程を経

て生成される。発酵過程でアル

コールやバニリン等の香気成分

による香り、大豆出来のアミノ

酸によるうまみ、大豆のメチオ

ノールによる消臭作用と、小麦

出来の糖による日みを持つ。

」AS規 格で醤油は、「こい

くちJ「うす くちJ「たまりJ「さ

いしこみJ「しろJに分けられて

いる。「こいくちJは 、主に関

東地方で発達したしょうゆで、

しようゆの牛産量の約 8割 を占

^

茨城経脱 013年9月号



めている。原料は大豆、小麦、

食塩、塩分である。つけしょう

ゆ、かけしょうゆ、煮物しよう

ゆ、あわせしょうゆにも適して

いる。「うすくちJは、兵庫県

竜野地方で生産されていたが今

は今回的に生産されている。原

料はこいくちと同じである.火

入れ温度をこいくちより低くす

るなど工夫がなされている.関

西料理に欠かせないしょうゆで

あり、料理の素材を生かす野菜

や自身の魚■に使われている。

「たまり」は、 原料は大
''が
ほ

とんど、少量の小麦を加える.

色が濃く、とろりとした濃厚な

味がする。佃煮、せんべいなど

の加工用などに使われている

が、さしみなどのつけしょうゆ

等にも用いられる。「さいしこ

み」は、山口県の柳井地方が本

場、ブι州から口I陰地方などでも

生産されている。「しろJは、
コハク色の透Fllなしょうゆ、う

すくちよりもさらに色がうすい

しょうゆである。原料は小麦が

ほとんどで、大,が 少量使われ

る。淡白な味と高い香りがlt徴

である。小麦が主原料なので、

糖分が高いのも特徴である.う

どんのつゆや吸い物、鍋料理な

どに使われる。材料の色や風味

を生かす料理などにも適してい

る。

醤油製造業は食品製造業に分

類される業種であり、業界団体

として日本醤油協会が組織され

ている。生産地としては、千葉

県と兵庫県2県で生産量の約半

分を,iめている。キッコーマン

株式会社は、千葉県野田市に本

社を置く醤油を主とする調II料

の食品メーカーである。現社名

は、前身8家の合同による野EE

醤油会社創立に際し醤油統一商

標 「亀甲萬Jと したことに出来

する.ヤ マサ醤油株式会社は、

千葉県銚子市にある調味料メー

カーであり、診断用え薬品や抗

体試薬などの医薬品も扱ってい

る。沿■1645年 (正保2年)、廣

屋儀兵術商店として創業する。

ヒゲタ醤油は、1616年 (元和2

年)の創業である。東京著ド中央

区に本社を置く醤油などの調味

料メーカーであるが、かつては

「銚子醤油Jが 社名である。T

場は千葉県銚子市にある。1937

年 (昭和12年)、 醤油メーカー

最大手の野田醤油株式会社 (現

在のキッコーマン株式会社)と

資本提携を結び経営統合する

が、 ]947年 (昭和22`F)に 経常

分離.1966年 (昭和41年)に は

販売委託でキッコーマンと再び

提携を組み、2004年(平成16年)、

同社と58年ぶりに資本提携をf.

んだ。

茨城県土浦は醤,由づくりが盛

んであった.筑 波山は紫色に見

えることから紫峰と呼ばれてい

る。筑波の良質な大豆を使った

醤油づくりが茨城南部の十浦中

心に栄えた。寿司屋の隠語で醤

油を「むらさきJと 呼ぶが、上

浦で作られた高級な醤油を詣し

て呼んだものと考えられてい

る。江戸時代、「常陸の同J(茨

城県)上浦は、野田、銚子と並

んで関東の二大醤油醸造地と称

されていた。筑波山周辺は、醤

油の原料となる良質の大豆と小

麦が採れ、「ひたちのものJと

呼ばれ珍重されていた。そこか

ら醤油を「おひたぢJと か 「お

したじ」と呼ぶようになったと

も言われている。

柴沼醤油醸造株式会社は、十

浦市虫掛に本社を置き、茨城県

醤油工業協同組合が併設されて

いる。元禄元年 (1688年)、初

代柴沼正左衛門が創業、藩主主

屋家の手「l醤油の醸造を行って

いた。土浦には人黒屋勘兵衛や

色川三郎兵衛などの醸造業者が

あり、「江戸蔵Jと 呼ばれ専ら

江戸に出l・lしていたが、柴沼醤

油は創業当時から地元消費用と

して生産していたため、「地元

蔵Jと呼ばれていた。

幕1末になると醤油業者は次々

と廃業に追い込まれていくが、

柴沼醤油は江戸の書J烹やll亭ヘ

卸売の販路を開拓して生き残っ

た。1918年(大正7年)の筑波鉄

道筑波線開通に際して、それま

で荷馬車や桜川の水運に頼って

いた柴沼醤油は、誘致運動を開

始、筑波鉄道の株式を購入し、

1000坪 (3305 785 ni)を駅舎 と

して無償で提供した。戦後の

1949年(昭和24年)、茨城県内

に200軒あった醸造業者は1980

年(昭和55年)には70軒に減少、

2012年(平成24年)現 在の茨城

県醤油工業172同組合の会員企業

は20社あまりであるが、十浦の

醤油づくりの伝統と栄光は、柴

沼醤油に引き継がれている。

味噌と醤油には事業継承の4

本柱がある.1つ は新製品開発、

醤油は味噌の開発過程の新規商

品である.2つ は地域連携、地

元の食文イヒを時にリードし、時

に寄り添ってきた.3つ は品ぞ

ろえ、商品の多様化と差別化を

図ってきた。4つは販路開拓、

その典型が卸売である。この4

本柱に加えて事業継承の本質を

学ぶことができる。それは、マ

ザーテクノロジー、母なるlt術

である.味 lHと醤油づくりは、

麹の発酵熟成にElなる技術があ

り、それゆえに、バイオテクノ

ロジーに関わることができる

し、健康食品としてのポジショ

ンを得ているのである。
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